
 

 



Ⅰ 「カーボンニュートラル」を

目指す背景とその本質

地球は，太陽から輻射エネルギーを受け，そ

れと同じエネルギー量の赤外線を宇宙に放出し

ており，太陽からの距離や地球の表面積などを

考慮すると，本来，平均気温がおよそ −19〜

−18℃の“極寒の惑星”であったはずである

が，大気中に存在する CO2 や水分による適度

な温室効果作用のおかげで，平均気温約 14℃

という環境が生み出されたことが知られてお

り1)，大気中の CO2 は，地球上の生物が生息

に適した環境を維持するために必要不可欠な存

在である。これまで，地球上の様々な現象によ

る CO2 の発生・放出の速度と植物の光合成を

はじめとする CO2 の吸収・消費の速度が均衡

し，この適度な温室効果が維持されてきたが，

図 1に示されるように，太古の数億年間の大

気中 CO2 と太陽光エネルギーが光合成により
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e-methane（e-メタン，合成メタン，e-NG）は，熱需要や電力需要の円滑なカーボンニュートラル化を

進めることができる合理的な非化石燃料として近年注目されており，2023 年 6 月に改訂された「水素基本

戦略」にて，同戦略における“水素”の定義には「合成メタン（e-methane）」が含まれることが明記され

た。SOEC メタネーション技術は，水と CO2と非化石電力から非常に高いエネルギー変換効率で e-meth-

ane を製造可能であり，製造コストの大部分を占める電力必要量が水素を始めとする各種グリーン燃料の中

でも最も少なく低コスト化ポテンシャルが高く，「メタネーション技術による e-methane は既存のインフラ

を活用できるもののエネルギー効率は水素に劣る」とのイメージを覆す革新的な技術として期待されている。

本論では，SOEC メタネーション技術の概要と特長・当社の取組み，本技術による e-methane の海外再生

可能エネルギー電力輸入キャリアおよびカーボンニュートラル燃料としての優位性，e-methane 発電の意義

と可能性，暮らしや産業を変えないカーボンニュートラル化を目指した“e-methane 革命”の姿などについ

て述べる。



有機物として蓄えられて地中に埋蔵され生成し

た化石資源が，産業革命以降（地球の歴史から

見ると極めて短期間に）大量採掘・消費された

ことなどにより，地中に埋蔵されていた CO2

の大気中への放出速度と地球上の CO2 の吸

収・消費速度の均衡が崩れ，大気中の CO2 濃

度が上昇することにより温室効果が増大するこ

とが懸念されている2)。これらを踏まえて，

2020 年 10 月，日本政府は，2050 年にカーボン

ニュートラル（温室効果ガスの人為的な発生源

による排出量と除去・削減量等との間の均衡）

の実現を目指すことを宣言した3)。カーボン

ニュートラルを目指す根本的な目的は，私たち

が地球で生きていくのに欠かせない“適度な大

気中 CO2 濃度を維持”することであり，これ

を達成するために，持続可能な（永続性が見込

める，容量制限がない，ライフサイクルが完結

している）手法により“化石資源により地中に

埋蔵されてきた CO2 の大気中への放出の削減

／吸収”を講ずることが求められている。
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図1 地中埋蔵化石資源の大量消費による大気中CO2濃度の上昇



現在の日本のエネルギー需給構造を図 2の

左側（a）に示した。日本のエネルギーに関す

る議論においては先ず電力が注目されがちであ

るが，実は，我が国の最終エネルギー消費のう

ち，電力利用の割合は全体の約 27％にとどま

り，燃料・熱利用の割合が約 73％を占めてい

る4)。一方，経済産業省総合エネルギー資源調

査会による，様々なシナリオを想定した 2050

年カーボンニュートラル化時代の国内の最終エ

ネルギー消費の分析結果5) においては，現在に

比べ一層の省エネと電化が進行するとみられる

ものの，図 2 の右側（b）に示されるように，

いずれのシナリオにおいても，依然，最終エネ

ルギー消費の過半を燃料等が占めることになる

ものと想定されている。カーボンニュートラル

化の達成に向け，化石資源により地中に埋蔵さ

れてきた CO2 の大気中への放出抑止を推進す

るには，これまで一次エネルギーの大部分を占

めてきた化石資源をこれまで通りには使用でき

なくなるため，このような 2050 年のエネル

ギー需要に応えるために，電力源の非化石化

（再生可能エネルギーの主力電源化，発電燃料

の非化石化など）並びに燃料・熱源の非化石化

（非化石燃料への転換など）の両方を着実に進

めることが必要とされている6)。一方，これに

伴い，暮らしや産業の仕組みを大きく変えるこ

とや経済的な負担を強いられるのではないかと

の懸念も広がっている7)8)。

Ⅱ 国内再生可能エネルギー電力

の課題と海外再生可能電力

キャリアの必要性

世界全体で見ると太陽光・風力等の再生可能
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図2 現在の日本のエネルギー需給構造と2050年カーボンニュートラル化時代の必要エネルギー量

（最終エネルギー消費）のシナリオ分析例



エネルギー（再エネ）は，持続可能な非化石エ

ネルギー源として最も有望なものであり，再エ

ネの主力電源化は，電力源の非化石化の有力な

手段と考えられている。図 3に示されるよう

に，世界的には，北緯・南緯 10〜30 度近辺も

しくは少雨地帯などに設置面積当たりの発電量

ポテンシャルが大きな太陽光発電適地が分布し

ており，図 4に示されるように，およそ北緯

104 世界経済評論 2024年7月8月号

連載 劇論Society5.0

図3 世界の太陽光発電のポテンシャルマップ9)

図 4 世界の風力発電のポテンシャルマップ10)



40 度以北とおよそ南緯 40 度以南の地域に発電

量ポテンシャルが非常に大きな風力発電適地が

分布している。これを見ると，北米・南米・欧

州・南北アフリカ・中東・豪州・中国など多く

の地域に再生可能エネルギー適地すなわち再エ

ネ資源が豊富な地域が，化石資源が豊富な地域

に比べて広く遍在していることがわかる。

日本においても，再エネ発電設備の導入は既

に相当な水準に達しており，2021 年度の再エ

ネ発電設備容量は世界第 6位，太陽光発電設備

容量は世界第 3位であり，国土面積当りの太陽

光設備導入容量自体は主要国の中で最大級とさ

れている11)。しかしながら，海外の再エネ適

地に比べ，日本においては，発電設備設置コス

ト等が高めである上に，図 3, 4 にも示される

ように日射強度や風況面でも非常に不利であ

り，同じ発電容量の設備から得られる実電力量

が少ないことなどにより，発電電力量当たりの

コストが海外の再エネ適地に比べ非常に高

い12) ことが懸念されている。また，平地面積

率が低いことや設置面積当たりの発電量密度が

低いことなどにより，経済性を確保可能な発電

量の拡大には大きな制約があるものと懸念され

ていることなどにより，国内の再エネのみによ

り国内のエネルギー需要の全てを賄うことは難

しいと考えられている13)。加えて，太陽光・

風力電力量は，電力需要が大きい夕方〜夜に

は，日射量減少と夕凪により低下するため，毎

日この時間帯に不足することは避けられず，更

に曇天・無風時期には，長期間に渡って不足す

ることも懸念されるため，国内再エネ電力の出

力変動と電力需要変動のミスマッチを埋めるた

めの膨大な“調整力電源（オンデマンド電源）”

を別途備えておくことが必要となる6)。

一方，海外の再エネ適地では，今後再エネ電

源の超大規模開発と大幅なコスト低減が進行す

ると想定されている。例えば，IEAによる 2050

年予測14) では，米国における太陽電池発電量

は 2,648 TWh，コストは 2.9 円/kWh，インド

においては 1,560 TWh，1.7 円/kWhとの見通

しが示されており，豪州においても 2050 年に

は 2.3 円/kWh との予測もなされていることな

どから，地政学的な側面も踏まえて，海外再エ

ネ適地各地の安価・潤沢な再エネを日本の一次

エネルギーとして戦略的に活用することが必要

であると考えられる。しかしながら，電力を電

力のまま島国である日本に長距離輸送すること

は様々な観点から難しく，特定の固定した経路

のみによるエネルギー輸入に依存することに伴

うリスクを回避するためにも，多様な海外再エ

ネを日本のエネルギー源としてフレキシブルに

調達するために非化石燃料（エネルギーキャリ

ア）に変換して国内まで長距離海上輸送するこ

とが合理的であると考えられている13)15)。

Ⅲ 海外低コスト再エネの各種輸入

キャリアとe-methaneの特徴

図 5のように，海外の再エネ電力の輸入キャ

リアとして様々なものが検討されているが，近

年有力視され始めているのが，本論にて取り上

げる e-methane（e-メタン，合成メタン，e-NG

とも呼ばれる）である。e-methane は，体積

当たりのエネルギー密度が高く，天然ガスの長

距離国際輸送インフラやサプライチェーン・保

安技術をそのまま活用可能であり，国内配送コ

ストも最も低く，経済性が高いことに加えて，

ガス火力発電・多様な熱需要・熱電併給（コ

ジェネレーション）等の非常に幅広い用途に既

存の消費設備・機器等もそのまま活用しながら
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利用可能であることから，暮らしや産業を変え

ずに電力需要や要熱需要の円滑なカーボン

ニュートラル化を進めることができる合理的な

非化石燃料として近年注目されており，2023

年 6 月に改訂された「水素基本戦略」におい

て，同戦略における“水素”の定義には「合成

メタン（e-methane）」が含まれることが明記

された16)。また，e-methane に対する世界的

な期待の高まりを背景に，2024 年 3 月，欧米日

の大手エネルギー事業者による e-methane の

世界的な普及拡大を目指す国際的アライアンス

「e-NG Coalition」の設立が発表された17)。

次に，バイオマスとの比較を通して，e-メタ

ン（合成メタン）の本質について紹介したい。
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図5 各種エネルギーキャリア（非化石燃料）と e-methane の特色

図6 バイオマスと e-methane の製造・利用サイクルの比較19)



バイオマスの製造・利用サイクルは，図 6の

左図のように表される。バイオマスは燃焼利用

時に CO2 を排出するものの，それと同量の

CO2 を成長過程で光合成により消費するため，

大気中の CO2 の実質的な増加を引き起こさな

いことからカーボンニュートラルなものと扱わ

れており，IPCC イベントリ（国毎の温室効果

ガス量集計に相当）においても，バイオマスに

ついては利用段階では排出ゼロとカウントする

こととされている18)。一方，e-methane（合

成メタン）は，非化石電力等を用いてメタネー

ション（メタン合成）技術により得られたメタ

ン等を既存インフラにより供給し既存機器・設

備等を活用してエネルギー利用するもので，図

6の右図のように表される19)。このサイクルに

おいて，e-methane 製造時に原料として消費

する CO2 量とエネルギー利用時の CO2 排出量

は等しいため，バイオマスと同様に，大気中の

CO2 は実質的に増えず，カーボンニュートラ

ルなものと見なされる。

バイオマス・e-methane あるいはグリーン

水素も，単にそれを製造するだけでは CO2 削

減効果は生じず，従来使用されていた化石燃料

を代替し，化石燃料起因の CO2 を削減するこ

とによってはじめてCO2 削減効果が得られる。

e-methane による化石燃料の代替･削減によっ

て得られる CO2 削減効果の大きさは，製造時

に使用する CO2 の起源や種類によって変わら

ない。例えば，e-methane 製造のためにわざ

わざ新たに化石燃料を燃焼するような場合でな

い限り，e-methane 製造時に使用するCO2 が，

別用途にて化石燃料を燃焼して大気中に放出さ

れる前に回収されたものであっても，大気中に

放出されて極低濃度に希釈されてしまった後に

回収されたものであっても，化石燃料の代替に

よって得られる e-methane による CO2 削減効

果の大きさが変わることはない。また，海外に

おいて製造された e-methane を国内で燃焼し

た場合に生じる CO2 の帰属が議論の対象とな

る場合があるが，ここまで述べたように e-

methane のカーボンニュートラル性や CO2 削

減効果の本質はバイオマスと同一のものであ

り，海外にて CO2 を固定して成長した植物由

来のバイオマスを国内で燃焼して生じる CO2

の排出を計上しないのと同様に，e-methane

の燃焼段階での CO2 排出をゼロとカウントす

ることが合理的であると指摘されており18)，

このような観点での国際ルール整備の早期進展

が期待されている。

Ⅳ SOECメタネーション技術

の概要と特長

従来のメタネーションは，図 7の中段に示

されるように，水電解等により一旦製造したグ

リーン水素と CO2 を反応させメタンを合成す

るものであり，先ず水電解工程のエネルギー損

失により非化石電力 100 から得られる水素のエ

ネルギー量が 70〜80 となり，更にメタンに変

換する際にもエネルギー損失が生じるため，得

られるメタンのエネルギー量（HHV）は 55〜

60 にとどまるため，水素の直接利用よりもエ

ネルギー効率の低いものと考えられてきた。一

方，本論で取り上げる革新的な高効率メタネー

ション技術である「SOEC メタネーション技

術」は，図 7 の下段に示されるように，非化石

電力等をエネルギー源，水と CO2 を原料とし

て一気通貫システムによりメタン等を合成する

ものである。SOECとは，Solid Oxide Electrol-

ysis Cells（固体酸化物形電解セルあるいは固
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体酸化物形電解素子）の略称で，SOFC（Solid

Oxide Fuel Cells；固体酸化物形燃料電池）の

逆機能デバイスである。本技術は，水素の調達

が不要で，電力から e-methane へのエネル

ギー変換効率が 85〜90％と，水電解技術によ

るグリーン水素製造のエネルギー変換効率 70〜

80％を上回り，「メタネーション技術による e-

methane は既存のインフラを活用できるメ

リットがあるもののエネルギー効率は水素に劣

る」とのイメージを覆す革新的なものと言える。

非化石電力 100 を用いて，水電解水素（70〜

80）よりも多く（85〜90）の化石燃料を代替・

削減可能と期待され，製造に要する電力量当た

りの CO2 削減効果ポテンシャルはグリーン水

素よりも大きいと言える。

図 8 の下段に示されるように，SOEC メタ
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－

図7 非化石電力由来の水素直接利用・従来メタネーション・SOECメタネーションの比較20)

－－

図8 従来のメタネーション技術とSOECメタネーション技術の比較比較22)



ネーションシステムは，SOEC を内蔵した

SOEC高温電解装置とメタン化反応装置，熱有

効利用装置等により構成されている。電力を

SOECに供給し，電気分解反応等により水蒸気

と CO2 分子から酸素原子を奪って，水素と

CO に変換し，この水素と CO をメタン化反応

装置（メタン合成装置）に導き，触媒を用いて

メタンに変換するものである。先ず，700℃程

度の高温で電気分解することにより他の低温電

解方式に比べ低い電圧で電気分解反応を進める

ことが可能なため，より少ない電力により水素

や COを生成することができるのに加え，メタ

ンを合成する際に生じる排熱を水蒸気生成等に

効率良く有効利用できる。図 8の上段に示され

る従来のメタネーションでは，水の電気分解や

メタン合成反応で発生する熱を有効利用でき

ず，電力から e-methane へのエネルギー変換

効率は 55〜60％程度にとどまっていたのに対

し，SOECメタネーションでは，システム全体

としてエネルギー損失が非常に少ないため，エ

ネルギー変換効率が 85〜90％と非常に高くな

り，電力使用量を従来法の約 2/3 に大幅削減す

ることが出来ると期待されている20)。

従来メタネーション技術やアンモニア，e-

fuel などのグリーン燃料合成技術は，水素を原

料として用いる謂わば“水素キャリア”の合成

技術であり，電力から各種燃料へのエネルギー

変換効率は水電解水素製造を上回ることは出来

なかったが，水素を原料としない SOEC メタ

ネーション技術が実現すれば，e-methane は

グリーン水素より高効率な非化石電力キャリア

として位置づけられることが期待される。ま

た，各種グリーン燃料製造のランニングコスト

の大部分を電力コストが占めるが，製造される

燃料熱量当たりの必要電力量については，

SOEC メタネーションによる e-methane 製造

が最も少ないと見積もられ21)，水素も含む各種

グリーン燃料の中でも製造コスト低減ポテン

シャルが最も高いものと期待されている。

植物の光合成は，太陽光のエネルギーを利用

して水と CO2 から有機化合物を合成するもの

であるが，太陽光等による非化石電力を利用し

て水と CO2 からメタン等を合成する SOEC メ

タネーション技術は，光合成と同様な機能を非

常に効率よく人工的に実現できる革新的技術で

あると考えられる。

Ⅴ SOECメタネーション技術革新

に関する大阪ガスの取組み

我々は，SOECメタネーション技術の高いポ

テンシャルに着目し，このシステムの技術開発

を進めている。図 9 上段の SOEC メタネー

ションシステムの構成を下流から上流に眺めて

みると，都市ガス成分を触媒により水素と CO

に分解し SOFC における電気化学反応により

電力と熱を得る SOFC コジェネレーションシ

ステムの逆反応システムであることから相似点

が多く，これまで当社が蓄積してきた SOFC

システム関連技術（SOFC技術，触媒技術，熱

利用マネージメント技術等）を活用しながら技

術開発を進めている。

将来的に，大規模なガス製造設備として実用

化するためには，システム全体の大規模化を進

めることが必要であるが，当社は，1980〜90

年代に，ナフサや LPG を原料として天然ガス

代替ガスを製造可能な代替天然ガス製造プラン

トにつき触媒開発・プラント開発・設計・建

造・実操業を自社で進めた実績と経験を保有し

ており，SOECメタネーションシステムの後段
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側のガス合成反応装置の大規模化開発において

は，その知見の活用も期待される。一方，シス

テム前段側の SOEC を内蔵した高温電解装置

については，大規模設備の本格商用化例は未だ

見当たらない。今後，このシステムの大規模実

用化を進める上では，特に SOEC を低コスト

でスケールアップすることが課題となると考え

られることから，当社では，低コスト化とス

ケールアップに適した新型 SOEC 技術の開発

を推進してきた。

これまで開発されてきた SOECは，図 10左

のように全体が特殊なセラミックス材料により

構成される“セラミックス支持型”と呼ばれる

もので，今後，低コスト化とスケールアップの

実現が課題となる事が懸念されていた。この課

題を解決するため，当社は，図 10 右のように，

丈夫な金属板の表面を薄いセラミックス層で

覆った“金属支持型”SOECを独自に開発・試

作し，スケールアップの基本単位となる実用サ

イズセルの開発に成功した22)。この革新的な

SOECは，高価なセラミックス材料の使用量が

従来の 1割程度と非常に少ないこと，衝撃にも

強く強靭であること，スケールアップが容易で

あることなどの特長を有しており，低コスト化

110 世界経済評論 2024年7月8月号

連載 劇論Society5.0

－

図9 当社の本技術関連保有技術と取り組み状況23)

図 10 金属支持型SOECの断面構造イメージ22)



やスケールアップの実現に適しているものと期

待される。

2021 年 6 月に改訂されたグリーン成長戦略

における重要分野として新設された「③次世代

熱エネルギー産業」の成長戦略の工程表24) に

おいて，SOEC メタネーション等のメタネー

ション革新技術について，2030 年度までに新

たな基礎技術の開発を進め，2030 年代には実

証フェーズ，2040 年代に導入拡大・コスト低

減フェーズへと進展させることが記されてい

る。大阪ガスと産業技術総合研究所は，「グ

リーンイノベーション基金事業/CO2 等を用い

た燃料製造技術開発プロジェクト」の研究開発

項目のひとつである「合成メタン製造に係る革

新的技術開発」において「SOECメタネーショ

ン技術革新事業」（図11）を実施中である25)。

本事業により，2030 年度までに世界最高レベ

ルのエネルギー変換効率を実現する e-meth-

ane 製造技術を確立し，2031 年度以降の実証

による大規模化・低コスト化，2040 年代に導

入拡大を進め，都市ガス業界が目指す 2050 年

e-methane 導入率 90％26) の達成に貢献してい

きたい。

図 12 に示されるように，先ず，2030 年に

e-methane1％導入を開始する時点では，従来

（サバティエ）メタネーション技術実用化によ

り，約 120 円/Nm3（CIF 価格）レベルの製造

コストを目指したい。その後 SOEC メタネー

ションの技術開発・実用化より，サバティエ反

応を下回る製造コスト実現を見通し，SOECメ

タネーション設備の大規模化，高効率化，適地

選定などにより，2050 年時点には 50 円/Nm3

（高騰前の LNG価格水準）を目指している。
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Ⅵ SOECメタネーションによるe-meth-

aneの再エネ輸入キャリアとしての優位

性，e-methane発電の意義と可能性

大槻らは，海外再エネ電力の各種輸入キャリ

ア候補（液化 e-methane，液化水素，MCH，

アンモニア）について，海外における再エネ電

力による製造から輸出港貯蔵，長距離海上輸

送，輸入後貯蔵，国内送配形態への変換まで

（国内配送前）の費用を積み上げ試算した結果

を報告している29)。各種キャリア製造設備の

技術開発や大規模化などに伴う設備コストダウ

ンが進行した場合の各種キャリアのエネルギー

量（HHV 基準）当りのコストを比較すると，

図 13に示されるように，SOECメタネーショ

ン技術により製造された液化 e-methane（合

成メタン）のコストが最も低くなり，海外再エ

ネ電力の輸入コストを最も抑制出来るキャリア

となり得ることが示されている。これは，Ⅳ節

にて述べたように，SOECメタネーションによ

る e-methane 製造のエネルギー変換効率が各

種キャリア製造技術の中で最も高いため，製造

に必要な再エネ電力量を最も低減できることに

加え，国際輸送インフラ等を新設した場合で

あっても，e-methane の輸出入・国際輸送・貯

蔵などのコストを他のキャリアに比べて極めて

低く抑えられることによるものである。この試

算は，海外再エネ電力単価を 2.5 cent/kWh，

設備稼働率を 29％と仮定してなされたもので

あるが，仮に電力単価や稼働率の前提が少しば

かり変動したとしても，各キャリアコストの序

列には大きな影響は及ぼさないと考えられる。

更に，国内配送〜消費段階の費用も考慮する

と，e-methane の配送インフラ構築コストは

他より低く，また既存のインフラ・機器も活用

出来ることなどから，その優位性は更に高まる

ことになることが明らかにされている30)。
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図 12 に示したように 2050 年時点の e-meth-

ane のコスト目標は，50 円/Nm3 であり，これ

は 1.25 円/MJ，HHVに相当する。水素やアン

モニアを発電燃料として用いるためには，発電

設備の改修や新たな安全装置・排ガス処理装置

の整備のための投資，発電効率向上のための新

規技術開発が必要であるのに対して，e-meth-

ane は，極めて高効率な火力発電システムとし

て実用化済みのガスタービンコンバインドサイ

クル発電設備（例えば，1650℃級技術では発電

効率 64％，LHV に達している）の燃料として

そのまま使用可能であり，2050 年の e-meth-

ane のコスト目標が達成されれば，発電燃料費

を従来の LNG 火力発電並みの 8 円/kWh 未満

に抑制することも可能となると期待されるた

め，国内再エネ電力の不足・巨大な変動を，現

在の LNG 火力発電並みコストの“e-methane

発電”が補完することが可能となり，カーボン

ニュートラル時代における調整力電源の主力も

担いうると期待される32)。

Ⅶ SOECメタネーション技術が切り

拓く“e-methane革命”の姿

以上のことを踏まえ，図 2(b)に示した 2050

年の国内エネルギー需要（電力需要・熱需要）

を賄うことのできる 2050 年カーボンニュート

ラル化時代の日本のエネルギー需給構造の想定

を進めてみたい。SOECメタネーション技術に

よる e-methane の役割に着目し，日本の暮ら

しや産業を変えずにカーボンニュートラル化を

達成する“e-methane 革命”の姿を，図 14

のように描いてみた。

・先ず，①国内の再生可能エネルギー等の非化

石エネルギーの主力化を目指すと共に，（そ

れのみにより国内の全一次エネルギーを賄う

ことは，量的にも安定性の面でも困難である

と考えられ），

・②海外各地の再エネ適地の安価・潤沢な再エ

ネを日本の一次エネルギーとして戦略的に活

用するため，海外再エネから③ SOEC メタ

ネーション技術により e-methane 等を高効

率製造して天然ガス液化インフラなどを活用
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し液化 e-methane 等に変換し，LNG タン

カー等の既存サプライチェーンにより長距離

海上輸送して低コストで輸入し，日本国内で

必要とされるエネルギー源を確保する。

・海外 e-methane 等を④国内余剰電力等によ

り国内で高効率製造した e-methane 等と合

わせて，

・⑤都市ガスインフラ等をそのまま活用して貯

蔵・配送し，既存の機器・設備を活用して他

の非化石燃料と共に国内の熱需要にこれまで

通りに十分応え，

・⑥ e-methane 発電（LNG 発電設備活用）に

より，国内非化石電力の変動と需要のミス

マッチや量的不足等を補完し，

・⑦ e-methane コジェネレーション（熱電併

給）等と共に国内の電力需要にこれまで通り

にオンデマンドで応え，日本の暮らしと産業

を支える。

三菱総合研究所は，各国研究機関・エネル

ギー企業による様々な将来シナリオの分析を踏

まえて，2050 年に向けた日本の将来シナリオ

につき，“需要サイド（暮らしや産業）の変容”

と“供給サイドのイノベーション”の軸で図

15のような類型整理を進めた33)。シナリオ 1

では，縮小均衡でカーボンニュートラルは達成

されず，シナリオ 2では，需要サイドに省エネ
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ルギー・省資源・省消費に資する行動変容を強

いてカーボンニュートラルを目指すが，エネル

ギーコスト負担増や経済の衰退が想定される。

これらに対して，SOECメタネーション技術に

よる“e-methane 革命”は，エネルギー需要

サイド（暮しや産業）の仕組みの刷新など大き

な変容や負担を強いることなく，e-methane

技術革新によるエネルギー供給サイドのイノ

ベーション主体でカーボンニュートラル化を目

指すシナリオ 3に当たるもので，日本の経済成

長とカーボンニュートラル化の両立に貢献する

ものと期待される。

おわりに

SOEC メタネーション技術による“e-メタン

革命”の提供価値は，暮らしや産業を変えずに

“熱需要”と“電力需要”の両方のカーボン

ニュートラル化を実現することである。

熱需要においては，都市ガス（天然ガス）の

お客さまや，石炭・石油から天然ガスへの燃料

転換（「天然ガスシフト」6)。転換により約 3〜

4 割の CO2 削減効果が得られ，天然ガスの省

エネ・高度利用技術により，更なる CO2 削減

と経済性向上が可能）を進めるお客さまに，

「都市ガスをそのまま使い続けていたら，いつ

の間にかカーボンニュートラルが達成できてい

た」と喜んでいただくことを目指したい。

また，電力需要においては，“再エネ大量導

入に伴う電力供給不安定化やコストアップ”を

従来 LNG 火力発電並みコストのオンデマンド

発電“e-メタン発電”により解消し，カーボン

ニュートラル時代にあっても，これまで通りに

安心して電力をお使い頂ける社会の実現に貢献

したい。

カーボンニュートラル化の取組みは，一業

界・一企業のみでは到底進められないものであ

る。今後も，革新的技術の開発を着実に進める

と共に，将来の社会実装に向けた取り組みを，

多くの皆様のお力をお借りしながら推進して行

きたい。
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